
JSDRR Newsletter�

日本災害復興学会

Vol.35
2020 年 1 月 31 日

目次 -contents-
1 2019年度鳥取大会報告

大会幹事長 太田隆夫

2 鳥取大会
　　公開シンポジウム報告
　　分科会報告

4 19年の災害被災地から
　　○つながりに支えられて～

19年 8月九州北部・佐
賀豪雨　鈴木隆太

　　○人と人を結びたい 19年
台風 19号～関優里加さ
んの思い　魚住由紀

5 ○状況把握と在宅避難に課
題～ 19年台風 15号　
鈴江奈々

　　○宮城県丸森町から～ 19
年台風 19号　須藤宣毅

6 車座トーク in 厚真
定池祐季

　 法制度と現場
⑤台風 19 号現地支援で
感じる弁護士の役割の大
きさ
永野海

※学会現況（2020年1月20日）
現在の会員 420
正会員	  369・学生会員	46
購読会員	  1・賛助会員  4

発行人 大矢根淳
〒662-8501
西宮市上ケ原一番町1番
155号 関西学院大学災害復
興制度研究所気付
TEL：0798-54-6996
FAX：0798-54-6997
http：//f-gakkai.net/

　2019 年 度 の 学 会 大 会

は、鳥取大学鳥取キャンパ

スを会場として、11 月 9

日（土）、10 日（日）に開

催されました。8 日（金）

午後には、鳥取県東部の智

頭町でエクスカーションが

行われ、８名の方にご参加

いただきました。エクス

カーションの実施にご尽力

いただきました智頭町役

場・福安教男参事をはじめ

とする総務課の皆様、大会

準備・運営に携わっていた

だいた関係各位に深く感謝

の意を表します。

　大会初日は、午前中に２

つ、午後に３つの分科会が

開かれ、また昼の時間帯に

ポスター発表コアタイムが

設定され、何れにおいても

活発な議論、意見交換が行

われました。午後の分科会

終了後に全体会があり、合

計５つの分科会の概要がま

とめられました。１日目

の大会参加者は約 110 名

となりました。その後、鳥

取港近くに会場を移し、約

55 名の方のご参加を得て

懇親会が開かれ、和やかな

雰囲気の中で交流が図られ

ました。また、来年度の大

会開催担当として、岩手大

学・五味壮平教授からご挨

拶をいただきました。

　２日目は、午前中に口頭

発表があり、２会場で計

15 件の発表が行われ、こ

こでも活発な議論、意見交

換が進められました。午後

は、「近年の災害復興の種

を次のどこかにつなぐため

に」をテーマに公開シンポ

ジウムが開催されました。

第１部では、西尾浩一鳥取

県危機管理局長に「鳥取県

における災害対応と復興へ

の取り組み」と題してご講

演いただきました。第２部

のパネルディスカッション

では、鳥取県と岡山県の被

災地における復興の取り組

みやきめ細かい被災者支

援、徳島県の災害ケースマ

ネジメントについてパネリ

スト方から発表していただ

いた後、被災者一人一人の

支援を今後どのように展開

していくか等について、参

加者も加わっていただき議

論を深めました。シンポジ

ウムの最後には、公務の合

間を縫ってお越しいただい

た平井伸治鳥取県知事にご

挨拶をいただきました。２

日目の大会参加者は約 70

名、公開シンポジウムにも

約 80 名のご参加がありま

した。

　今年度大会の地元・鳥取

の実行委員は、学会大会に

かかわった経験に乏しく不

慣れでしたが、他の実行委

員方、学会事務局、シンポ

ジウム登壇者方のご協力・

ご支援により、無事に大会

を終えることができまし

た。重ねて御礼を申し上げ

ます。

2019 年度鳥取大会報告
大会幹事長　太田隆夫

（鳥取大学）
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鳥取大会
2019年 11月 9・10日開催

　テーマは「近年の災害復

興の種をどこかへつなぐ

ために」とし、第 1 部で

鳥取県危機管理局の西尾

浩一局長が「鳥取県におけ

る災害対応と復興の取り組

み」について特別講演。平

成 12 年の鳥取県西部地震

を教訓とした取り組みが平

成 28 年の鳥取県中部地震

ではどういう形で拡充、継

承されていったか報告。全

国から注目される鳥取版災

害ケースマネジメントを紹

介。

　第 2 部のパネルディス

カッションは室崎益輝元学

会会長の司会で、パネリス

トの日野ボランティア・ネッ

トワークの山下弘彦、災害

復興活動支援センターの白

鳥孝夫、倉敷市中心市街地

分科会報告 

１大規模災害に伴う
自治体間支援を考える
青田良介（兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科）

２復興をめぐることばの特性、変容、課題
～復興ワードマップ研究会の報告（２）～

近藤誠司（関西大学社会安全学部）

活性協議会の田栗進、岡山

県くらし復興サポートセン

ターの椿原恵、徳島県危機

管理部の坂東淳―の各氏が

事例を報告した。パネルディ

スカッションでは、室崎元

会長が「繋ぐため、失敗の

教訓も学ぶ必要がある。そ

　被災経験、支援経験のあ

る自治体関係者で連携のあ

り方を中心に協議した。小

野寺氏（気仙沼市）から技

術職が不足すること、民間

の力も有用なこと、野村氏

（総社市）から条例で災害

支援の予算を確保し、積極

的に応援してきたこと、坂

東氏（徳島県）から支援の

際、同県の情報ツールを開

放し複数の支援者間の共有

を図ったこと、計倉氏（兵

庫県）からカウンターパー

ト方式が支援を持続する上

で有用なこと、本荘氏から

神戸市の事例を基に支援や

受援に伴う課題に変遷があ

ること等、興味深いお話を

いただいた。

　討論では、効果的な連携

システムを構築する上で、

同時被災しない者同士の連

携、各自治体のリソースの

活用、トップマネジメント

のあり方、情報共有ツール

の開発、技術職の確保策等

様々な角度から発言があ

り、いずれも組織間調整が

必要と認識された。

　最後に、被災者の視点に

立ち連携する上では、規模

に関わりなく被災自治体が

主導すべきで、それを他自

治体がいかに補佐するか、

平時からの想定と準備を含

めた方策が重要との見解に

至った。

　災害復興学をめぐる「こ

とば」のダイナミズムを分

析することによって、復興

という営みの何たるかを逆

照射することを主眼にした

復興ワードマップ研究会。

　前半では、ことばの考現

学に終始しないように、共

通した問題構造を提示した

うえで、連続報告をおこ

なった。「パターナリズム」、

「普遍化」、「管理」という

三つのフラグが示された。

　災害復興に関わることば

たちは、良きにつけ悪しき

につけ、父権主義的であり、

細部を捨象しやすく、効率

的・画一的な統制をおこな

いがちであるという視座で

ある。　

　この足場を使って、後半

では、「手段」（ことばとい

うアーティファクトもここ

に含まれる）が「目的化」

することの陥穽について検

討が重ねられた。

　ことばは、生まれた時点

で死んでいく。しかしだか

らこそ、そのダイナミズム

に目を遣り耳を傾けて、こ

とばの背後にある思いや運

動をリバイバルし続ける必

要がある。

　時間いっぱいまで続いた

議論のなかで、参加者はこ

とばの潜勢力をあらためて

実感することができたはず

である。

れは未災地の責任として全

ての地域が学ぶべき」と提

起。①鳥取の先進性に学ぶ

必要②未災地として何を学

んだか③つなぐために何を

なすべきか・災害の時代に

即して、の 3 点をめぐり活

発に意見交換が行われた。

公開シンポジウム報告 
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３災害復興における暮らしの再生
―生活再建と安全確保の両立を目指して― 

田中正人（追手門学院大学地域創造学部）　　
荒木裕子（名古屋大学減災連携研究センター）

４
災害復興支援の CRM 今後の課題ならびに展望
―企業と消費者が協力する復興支援ビジネ
スの研究―

馬場新一（神戸大学大学院経営学研究科）

５災害復興研究はいかに読まれるか
―災害復興学会に関わる論文レビューと災害アーカイブ実践報告の相互参照から考える―

高森順子（愛知淑徳大学）

　本分科会は災害後の許容

可能な被災リスクと生活の

変化に大きなギャップが生

じているという提議の元、

前半で東北と神戸、当事者

と支援者、研究者の異なる

視点から現状と課題認識の

共有を行った。

　各登壇者からは、発災後

からコミュニティの分断が

繰返されたこと、被災地の

復興が被災者のレジリエン

スに結び付いていないこ

と、過去と比較して東日本

大震災の復興がトップダウ

ン型に寄っていること、過

剰な支援や支援の定型化が

当事者役割の放棄に結び付

いていること等が指摘され

た。

＊　　＊　　＊

　日本災害復興学会の知見

の蓄積のあり方を再考する

とともに、新たな実践がど

のような参照を経て生み出

されているのか、その実態

を明らかにする分科会とし

て、「災害復興研究はいか

に読まれるか」を実施した。

＊　　＊　　＊

　まず、岡部より日本災

害復興学会の学会誌のレ

ビュー報告があった。

　そこでは、「市民目線」、

「ヴァルネラヴルな人々の

人間復興」が特徴として挙

げられた。

　また、取り上げられる災

害として地震が圧倒的に多

く、その他の災害は手薄で

あるとの指摘もなされた。

＊　　＊　　＊

　次に溝口、水谷、富田よ

り、災害アーカイブをめぐ

る実践報告がなされた。

　そこで彼らが参照項とし

ていたのは、他者との対話

に関する研究であった。そ

れは、日本災害復興学会の

特徴である「市民目線」と

姿勢を同じくするもので

あった。

　豊かな実践が生まれる土

壌となるような研究知見の

アーカイブとはいかなるも

のなのか、今後も引き続き

検討していきたい。

　 コ ー ズ・ リ レ ー テ ッ

ド・マーケティング以下

（CRM）とは、商品の販売

に寄付行為を関連させて、

寄付への共感を販売促進に

活用するマーケティング手

法である。

　30 年以上前にアメリカ

で社会課題への資金提供と

して始まり、日本でも震

災支援などから活用が広

がった。災害復興の中で、

CRM が民・民支援として

資金を提供できる可能性や

課題を研究の対象とした。

＊　　＊　　＊

　分科会では、先ず研究内

容を報告し、CRM 事例を

取り上げ理解の促進を行っ

た。

＊　　＊　　＊

　次いで企業と被災者の災

害支援として酒蔵の事例を

報告した。

　酒蔵を取上げたのは、酒

蔵は全国にあり、被災企業

にもなるが、被災地では地

域コミュニティの核とし

て、被災者支援の側に立つ

こともあり、民民支援の好

例として取り上げた。

＊　　＊　　＊

　3 番 目 に、CRM と 復 興

地方財政の接点について説

明した。

　多様化する被災地支援

は、行政、企業、市民の多

様な組合せになる。受援者

も市民だけでなく企業も対

象となっている。

　支援者と受援者の組合

せに NPO 団体も加え CRM

が貢献できる可能性を説明

した。

　後半では共有された課題

について会場も交え討論を

行い、平時からの地域課題

の議論の枠組みが重要であ

る一方で、発災後は時間的、

財源的制限を理由に議論が

省略されることや、想定の

不確実性が考慮されないま

ま計画決定に至る現状も指

摘された。

　また安全の確保に向けて

は段階的実現も視野に入れ

ることや、住民を信頼した

情報開示の必要性、安全基

準と方法を徹底した議論に

より選択することが、地域

の再建と被災リスクに対し

て自ら責任を持つことにつ

ながること等が共有され

た。

鳥取大会報告



JSDRR Newsletter �

　昨年 8 月 28 日に発生し

た「令和元年 8 月九州北部

豪雨災害」で甚大な被害を

受けた佐賀県武雄市にて、

おもやいボランティアセン

ターを立ち上げました。東

日本大震災以降、何かでき

ないだろうかと武雄市の有

志が中心になって「おもや

いカフェ」という議論や情

報交換の場が運営されてお

りました。そこに呼びかけ

る形で何か活動をしたいと

いう地元の方々とこれから

どういった支援活動をして

いくかを話し合い、「チーム

おもやい」を立ち上げ、9

月 7 日からボランティアを

受け入れて具体的な活動を

行う「おもやいボランティ

アセンター」を開設して活

動を行ってまいりました。

　家財道具の搬出、泥出し、

清掃、消毒、炊き出しの配

食、子どもの遊び場、お茶の

みサロンでの足湯の提供、

看護師による訪問活動、消

防署員によるローラー作

戦、建築士による相談会や

応急修理制度申請サポー

ト、弁護士による相談会、写

真洗浄ボランティア、農家

さんのお手伝い、引っ越し、

年末の大掃除など、県内外

の方々が駆けつけてくださ

り、地元に力を貸していた

だいております。と同時に

冬対策、暖房器具などの配

布など、在宅避難という状

態が続いている方々へのサ

ポートを行っております。

　地元での被災という経験

のない事態の真っ只中に立

たされ、これまで繋がって

くださっていた方々に SOS

を発信しながら、神戸、中

越、名古屋、西原村を

始め、様々な被災地で

活躍されてきた NPO、

さらには水害によって

被災をされた日田、朝

倉、真備、広島、宇和

島の方々もいまだに駆

けつけてくださり、活

う関係を越えての繋がりが

広がってきております。

　「最後の一人まで」を具

現化する難しさを日々肌で

感じながら、繋がった被災

された方々にもそれぞれさ

らに手を伸ばしていただい

て、取り残されているかも

しれない「一人」を一人に

させない活動をこれからも

続けながら、この取り組み

から「まちづくり」へと昇

華していくためにさらなる

内外のネットワークを積み

上げてまいります。

つながりに支えられて ～ 19 年 8 月九州北部・佐賀豪雨
鈴木隆太（おもやいボランティアセンター代表）

人と人を結びたい 
19年台風19号～関優里加さんの思い

魚住由紀（農業兼アナウンサー）

　「休憩は必ずとってくだ

さい。皆さんが手を止めな

いと家の人も休めません」。

ボランティアバスの往路、

地域福祉コーディネーター

の関優里加さん（31）がマ

イクを持つ。ボランティア

の心構えや現地の状況を伝

え参加者を送り出す。

　台風 19 号の豪雨で千曲

川が決壊し、長野市北部は

浸水した。粘土質の泥は重

く容易には掻き出せない。

床は何度拭いても泥が沸

く。人の手はいくらあって

も足りない。そんな中、支

援を受ける側に違いが見え

ると関さんはいう。ボラン

ティアや親戚の力、情報を

近隣とも共有する「助けら

れ上手」。一方、孤立してい

る人は情報にも疎く、片付

けの進捗に差が出ている。

　関さんは 2 年前、籍を置

く原村社会福祉協議会（長

野県）で、誰でも気楽に立ち

り、佐用町の水害復興を目

的としたお祭りの実行委員

も務めた。その頃の経験と

つながりが今も原動力だ。

長野市へ運行したバスの費

用は神戸の NGO を通じて支

援を受け工面、ボランティ

アに参加しやすくした。

　培った知恵と福祉の視点

を合わせ「人と人を結び、日

常も非常時も支えたい」関

さんは改めて感じている。

動が継続されています。

　最近では「やっと落ち着

いたから」ということで台

風による大きな被害を受け

た長野を案じながら、注文

したリンゴをボランティ

アセンターに持ってきてく

ださる方、「この前兄の誕

生日をしてくれたから」と

お菓子を差し入れしてくだ

さる方、「もうすぐお店が

再開できそうで」とボラン

ティアさんにラーメンをご

馳走してくださった店主の

方など、する・されるとい

寄り過ごせる拠点「おいで

なして原宿」を立ち上げた。

「助けられ上手」な人は普段

から近所づき合いがある。

顔をつなぎそうした人を増

やすことと、孤立しそうな

人の情報をつかみ接点を持

つきっかけが必要だから

だ。「災害時支えあいマップ」

の定期更新にも立ち会う。

　原点は、学生時代を過ご

した神戸にある。阪神・淡路

大震災を契機としたサー

クルに所属。神戸の復興住

宅でお茶会の運営、外国に

ルーツを持つ子どもたちの

学習支援に関する寸劇づく
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　2019 年 10 月 12 日 の

台風 19 号から 2 カ月が過

ぎた 12 月 13 日、宮城県丸

森町を歩いた。同町では阿

武隈川に注ぐ支流で、川

幅が狭い内川、新川、五福谷

川の堤防が決壊したほか、

　停電 12 日目の千葉県南

房総市。東京電力が、自衛

隊の協力のもと電線にもた

れかかる倒木を取り除く様

子を、生中継で伝えた。

　大きな重機のある自衛隊

の協力なしでは撤去できな

いものだといい、30 人が

かりで 5 時間かけ、その 1

カ所の作業を終えていた。

一足飛びで全面復旧となら

ない現場を目の当たりにし

た。

　千葉では停電・断水が 2

週間超となったところも

あった。熱中症になるほど

の気温で眠れぬ夜、仕事

の合間に何度も給水に行く

などの在宅避難生活。身体

在宅避難者への支援は限定

的だ。“避難者”支援の拠点は

避難所。問題は、在宅避難者

も避難所へ来れば支援の対

象としつつも、在宅避難者

を行政側が把握する体制が

整っていないことだ。在宅

避難者のニーズがブラック

ボックス化すれば、二次災

害のリスクが高まる。復旧

への道のりも長くなる。災

害多発時代に、こうした課

題を放置してはならない。

状況把握と在宅避難に課題 ～19年台風15号
鈴江奈 （々日本テレビアナウンサー news every. キャスター）

的負担に加え、電気の復旧

見通しが二転三転したこと

が、精神的疲労に繋がって

いた。状況把握の遅れが見

られたのは東電だけでな

く、自治体、メディアにも

共通していた点だ。被害が

大きいからこそ全容把握に

時間がかかるのは確かだ

が、現場をくまなく確認す

る体制の問題もあるのでは

ないか。

　また台風 15 号災害では、

在宅避難の多さが際立っ

た。内閣府によると千葉県

で建物の全半壊が約 2,200

棟、一部損壊が約 33,000

棟。一方で避難所への最大

避難者数は 1,199 人。多く

の方が損壊し

た家屋での生

活を続けた。

見積もりをと

る の に 3 カ

月、工事は 1

山間部で土砂崩れが発生。

10 人が亡くなり、1 人が行

方不明になっている。死者

10 人のうち 8 人の遺体が

屋内（自宅）で発見された

ことが、人的被害の特徴だ。

　2 カ月がたっても洪水被

害を受けた地域は、襲来直

後とさほど変わらない光景

が広がっていた。五福谷川

の護岸は大型の土のうなど

で修復されていたが、川沿

いの商店は建物の基礎がえ

ぐられ、大きくひしゃげて

いた。橋のたもとには、折

り重なる流木。床上浸水し

た住宅では、企業のボラン

ティアが泥のかき出しをし

ていた。

　その先の集落には流木が

壁に突き刺さったままの住

宅や、2 階建ての 1 階が土

砂で埋まった住宅があっ

た。車が通れるように土砂

が側道によせられ、回廊の

ような道路も。

　町内全体では 12 月 18

日現在、丸森まちづくりセ

宮城県丸森町から ～ 19 年台風 19 号

須藤宣毅（河北新報社）

年以上先になると言われた

家では、雨漏りしていた天

井にカビが広がり、母親は

子供の健康への影響を気に

していたが、他の選択肢は

ないという。

　一日も早い復旧工事が待

たれる中、千葉県が業者の

紹介事業を、発災から約 1

カ月後に始めた。しかし、

応急のシート張りのみで、

屋根の修復工事の紹介まで

は対応していない。現在の

ンターなど 4 施設に 130

人ほどの被災者が身を寄せ

ている。町役場向かいのグ

ラウンドには、災害廃棄物

がうずたかく積まれ、時折、

建材などを積載した大型ト

ラックや軽トラックが出入

りしていた。

　役場にほど近い伊具高校

の野球場では 68 戸の応急

仮設住宅の建設が進められ

ていた。寒さ対策として風

除室や二重サッシを備え、

住民の語らいの場になるよ

うに、掃き出し窓には木製

のベンチが据え付けられた。

　仮設住宅は町内 6 カ所

で 200 世帯が整備される。

12 月 21 日から入居が始

まり、被災者の生活再建が

本格的に動きだした。
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台風19号 現地支援で感じる弁護士の役割の大きさ
永野海（静岡県弁護士会）

⑤

　静岡県弁護士会では、台

風 19 号で被害が大きかっ

た市町に弁護士を派遣し、

相談活動や支援情報の提供

活動を行っています。弁護

士による速やかな現地支援

は重要です。その後の住家

被害認定や、保険金の請求、

雑損控除などを見据え、浸

水痕跡や被災動産等の証拠

を保全すべきこと、あるい

は、応急修理制度は、使う

とその後仮設住宅に入れな

くなることや、業者への修

理代金支払後は制度利用が

できないことなども、早い

段階で伝えなければ意味が

ありません。活用できる支

援制度の全体像や、生活再

建までの道筋を弁護士があ

る程度早期に示せれば、被

災者の不安も幾分和らぎま

す。

　今回の支援活動では、崖

から崩れた土砂が家屋に流

入した事例で、自治体と日

程調整の上、被害認定調

査に弁護士が立ち会った

り、準半壊の罹災証明書の

交付を受けた床上浸水の事

案で、弁護士が担当課に同

行し、一緒に調査図面を確

認したり、今後の修繕工事

の計画図面を説明すること

で、認定が半壊に変更され

ることもありました。この

事案では、当初損壊なしと

判断された襖について要交

換とされたことがポイント

になりました。

　現場では、地域によっ

て水災の被害認定の調査

方法が異なることの不合理

も感じます。濁流などで外

壁等の一定の損傷がある場

合には、浸水の高さ（床上

100cm 以上で大規模半壊

など）で第一次調査がなさ

れますが、当地では、建物

外部の外力による損傷が目

立たない内水氾濫のため、

屋根、柱など部位別に点数

が振られた 100 点満点の損

壊テストともいうべき第二

次調査が主です。この方法

では、木造 2 階建てで 1 階

のみの浸水の場合、被害の

ない 2 階部分の床面積も考

慮されてしまうため、各部

位で高い点数をとることが

難しく、相当な床上浸水で

も大規模半壊以上の認定は

少数です。こうしたケース

でも、実際の被災者は、主

だった家財を全て失うとと

もに、浸水により内壁や断

熱材も損傷し、数百万円、

場合によっては 1000 万円

を超える修繕金額を業者か

ら示されます。認定が準半

壊や半壊にとどまった場

合、原則、被災者生活再建

支援金も得られず、多額の

修繕費用に窮します。

　被災者生活再建支援法に

おける長期避難世帯の認定

にせよ、極端なケースでは

仮設住宅の入居にせよ、弁

護士が積極的に自治体に働

きかけてはじめて動きがと

られることも多く、弁護士

が現地で被災者に寄り添っ

た活動をする重要性を日々

実感しています。

　2019 年春、胆振東部地

震の被災地では、走り続け

ている町内の支援者に疲れ

が現れていた。「消費」「搾

取」としか思えない取材や

調査が依然として続いてい

た。厚真の方々に「先輩被

災地」「与える専門家」の

姿を見てもらいたいと、藁

にもすがる思いで支援委員

会津久井委員長、宮下副委

員長にご相談した。そして、

6 月 30 日に日本災害復興

学会支援委員会主催、厚真

町役場・厚真町社会福祉協

議会の後援、北海道 NPO

サポートセンターの協力を

得て、「車座トーク in 厚真

　これからのひと・まち・

くらし」が実現した。

　学会からは10人が参加。

午前中は町役場と社会福祉

協議会から胆振東部地震の

概況、災害ボランティアセ

ンターや生活支援相談員の

活動について説明を受け、

被災箇所や仮設団地などの

現地視察を行った。

　午後の車座トークでは、

町民や社協・厚真町役場の

職員などが参加し、仮設住

宅での暮らし、報道対応、

住民参加の復興等について

意見交換がなされた。北海

道 NPO サポートセンター

の記録支援により、内容は

模造紙に残された。終了後

は、差し入れのハスカップ

やお菓子などをつまみなが

ら、時間の限り語らいの時

を過ごした。

　この車座トークをきっか

けに、8 月から 11 月まで

3 回開催された「あつま復

興未来会議」では、学会の

上村副会長が講演に招か

れ、「住まい再建サポート

チーム」の立ち上げに際し

て、宇都支援委員会委員の

助言を受けるなどの展開も

広がっている。ご尽力をい

ただいた、支援委員会、学

会事務局、関係各所に改め

てお礼を申し上げたい。

車座トーク in 厚真レポート
定池祐季（東北大学災害科学国際研究所）


